




























日本政府拠出のプロジェクトで，タイトルが「More and Better Jobs Through Socially Responsible 
Labour Practices in Viet Nam」という，ベトナムの電子産業において，社会的に責任のある
Labour Practices を促進することでディーセントな雇用を創出する，というプロジェクトとなっていま







































電子産業関連企業があり，それを企業規模別に並べてみると，1 位から 100 位までのうち 99 社が
外国投資企業，つまり FDI（Foreign Direct Investment，海外直接投資）企業だったのです。残












　もう少しデータの紹介をしますと，企業規模上位 20 社で産業の全労働者数の 49.4％を雇用して






　企業の「国籍」については，企業規模上位 20 社のうち 11 社が日系企業で，4 社が韓国，3 社が








































































業に関しては，こうした直接工員が 1 つの工場の労働者の 80 ～ 85％を占めていて，それ以外に，













































































































というよりも，サプライチェーン全体として collective efficiency を発揮し，一緒に効率的な生産
システムをつくっていくことで decent work を促進することが重要なのです。
　これは同 ILO プロジェクトで開催されたハノイでのワークショップでも発表したのですが，こ
うした観点から言えば，まずは伝統的な，国内のアクターで成り立っている三者構成をより拡大す
る必要があるように思います。もちろん政労使というナショナルの三者構成は大事ですが，三者構
成プラスを実現するプラットホームが必要なのです。いわゆる「tripartite plus」というものです。
多国籍企業もローカルな経済の重要なアクターで，現地の政労使と一緒に解決すべき課題はあるの
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ですけれども，それを議論するプラットホームがないのです。ベトナムでもないし，日本でもない
わけです。ベトナムの電子産業が今，多国籍企業の行動によってとりわけ労働条件が左右されると
きに，そうしたエントリー・ポイントがないのです。それをどう設定するかというところだろうと
思います。
　あとは，月並みですが，教育・訓練機関の育成・充実化も重要で，先ほども申し上げましたが，
これは多国籍企業が果たす役割がたくさんあるかなと思います。そして最後に，これもよく言われ
ていることですが，政府部門間の調整です。どこでもそうなのでしょうが，ベトナムに関しても政
府の省庁間の調整は利害関係の対立などから難しく，なかなか進まないのが実情で，そのために異
なる部門がそれぞれ整合性を持たない形で雇用・労働に影響する政策を実施することはよくあるこ
とです。こうした問題の解決が必要となるように思われます。
　以上で発表を終わらせていただきたいと思います。ありがとうございました。（拍手）
